


はじめに

　この事例集では、主に住宅などに戸別に荷物等を配達する業務に携わる方々が、安全に仕事を
することができるように取り組んでいる職場の活動について 2013（平成 25）年に聞きとり調査
を行い、その結果をご紹介しています。
　あなたの職場の労働安全衛生活動や交通安全活動に、ぜひご活用ください。
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図 1 新聞販売業での労働災害による死傷者数の推移（休業 4 日以上）
（労働者死傷病報告（厚生労働省）：中災防ホームページ労働災害分析データより）
＊なお、中災防のホームページでは他の業種別労働災害分析データも掲載

さまざまな業態で行われている配達

　配達業務に関連する業種は、運送会社による荷物の配達をはじめ郵便配達、新聞配達、また、外

食産業による食事の出前・宅配、小売業による食料品や生活雑貨の配達、さらには緊急時に駆けつ

けるセキュリティサービスなど、近年急速に需要が拡大し私たちの生活に密接した仕事となってい

ます。

新聞販売業では年間 2,000 件以上の労働災害

　これらの配達業務のうち、例えば新聞販売業（新聞配達）における休業 4 日以上の労働災害によ

る死傷者数は、ここ数年 2,000 件を超え、増加傾向にあります。特に、交通事故は死亡災害や重篤

なケガになる可能性があります。

　　　

安全衛生管理を再確認しましょう

　配達業務を安全に行うためには次ページ以降の事例でご紹介しているようなさまざまなアプロー

チ方法があります。次のポイントを参考に点検してみましょう。

□　安全衛生管理、交通安全の担当者が決められていますか。

□　定期的に安全運転に関する教育を行っていますか。

□　急がせたり、焦らせたりしないための工夫をしていますか。

□　もらい事故防止のための工夫をしていますか。

□　天候や交通事情に対応するための方策をとっていますか。

□　リスクアセスメントの考え方を導入していますか。

□　ドライブレコーダーなどの活用について検討していますか。

配達業務を安全に行うために
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事例 1事例 1 リスクアセスメントを全事業所で展開

　荷物の個別配達をはじめとした運送事業を行う企業で

ある。1 事業所あたりの平均従業員数は 5 〜 10 人で、

構内での仕分け作業と集配作業がある。集配にはバン、

ウォークスルー車、軽自動車などの自動車をはじめ、三

輪バイク、自転車、台車などを利用する。

リスクアセスメント事例集

　この企業では事故の型別でみると、構内仕分け作業に

おいてはロールボックスやパレットによる手や足のはさまれ、集配作業では車から降りる際や階段

での転倒や捻挫が多い。

　貨物運送業である以上、交通事故の危険と隣り合わせであることは避けられないため、この企業

では、社長が従業員に向けて安全が第一であるというメッセージを折に触れて発信し、「安全第一、

営業第二」という理念のもとに日々の業務を行っている。

　リスクアセスメントという言葉は、日本では 2004（平成 18）年の労働安全衛生法の改正時に「危

険性又は有害性等の調査等に関する指針」が出されて以降普及してきた。この「危険性又は有害性

等の調査（リスクアセスメント）」は危険性又は有害性の特定、リスクの見積もりおよびその結果

に基づくリスク低減措置をとることであるが、この企業では 1965（昭和 40 年）ごろより、「安全

第一」に基づいた活動を行っていた。

　現在では、主に全国安全週間の時期（7 月 1 〜 7 日）に各事業所において職場で災害につながる

リスクがないかみんなで話し合ったり、リスクアセスメントに取り組んだりしている。リスクの見

積もりについては厚生労働省や労働災害防止団体等が公表している資料を活用している。リスク低

減対策を実施後は、その写真やイラストを一覧にして記録することとしている（資料 1・リスクア

セスメント実施一覧表）。

　2013（平成 25）年各職場のリスクアセスメントとして多く上がってきたリスクとしては、実際

に事故も多い、「ボックスに係るもの」「足元に起因するもの」で、それらに対する対策やアドバイ
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資料 1　リスクアセスメント実施一覧表
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スを加えた上で全事業所にフィードバックして、再度自分の職場にも当てはまるところがないか考

えるヒントになるようにしている（資料 2・リスクアセスメント事例集）。

資料 2　リスクアセスメント事例集
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安全ナビゲーションシステムの導入　

　交通事故の未然防止策としての取組みの一つに独自に開発したナビゲーションシステムの導入が

ある。2010（平成 22）年に導入し、現在ではほぼ全ての集配車両に搭載されている。このシステ

ムには実際にあったヒヤリハット場所や走行禁止エリアや指定駐車位置などを登録しておくと、そ

の場所に差しかかった時にアナウンスが流れ注意を促すことができる。また法定三要素（車速、距離、

時間）の取得・記録のほか、急加速・急減速・急ハンドルなどの運転の状況について数値化して評

価され、100 点満点で採点される。客観的な数値で可視化されることで、従業員同士が互いの運転

に関心を持ち、より安全な運転を心がける雰囲気ができつつある。

　これまで、ヒヤリハット事例を何千件集めたとしても、分析することに限度があったが、このシ

ステムを導入することで蓄積したデータを生かしてより正確な分析が可能になり、例えば、毎年 4

月・9 月に実施する交通事故ゼロ運動で取り組む重点項目を決める際にもデータの裏づけがあるこ

とで、対策の的が絞りやすくなった。

　システムには相当の投資が必要ではあるが、導入後は事故が減少するなど、成果が見られており、

従業員には「運転を支援するためのシステムである」という目的をきちんと伝え、安全面の支援体

制を強化している。

安全教育の専門職が徹底指導

　従業員が一人で車に乗れるようになるまでには約 3ヵ月の時間をかけている。ドライバーの教育

に関しては 1974（昭和 49）年から導入されている「安全指導長制度」がある。安全指導長とは各

主管支店に配属されている安全教育の専門職で、安全第一、営業第二の理念の継承、法令の遵守、

運転レベルの向上、事故防止の徹底に努める。具体的には、ドライバーの運転する車への添乗、路

上パトロール、構内でついたて等を利用した「見通しの悪い交差点」を模擬的につくりどのように

運転すべきか体験しながら習得する体験学習などを指導することで、多忙な業務の中でもドライ

バーに安全意識を継続して持たせ、安全運転を貫く情熱や熱意を伝える役割を果たす。

　このほか、安全意識と運転技術のさらなる向上を目指し全国規模で行う「全国安全大会」や永年

無事故を継続しているドライバーを表彰する制度もある。
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